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11 ふさのくに合併支援交付金交付要綱（※平成 22 年 4 月 1 日改正前の内容） 
 
ふさのくに合併支援交付金交付要綱 
 

平成 19 年 4 月 
 
（趣旨） 
第１条 知事は、市町村合併に伴う負担を軽減するとともに、市町村の合併が行われた後の一
体的なまちづくり等を支援するため、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第
６号。以下「旧合併特例法」という。）第２条第２項及び市町村の合併の特例等に関する法
律（平成１６年法律第５９号。以下「新合併特例法」という。）第２条第２項に規定する合
併市町村（以下「合併市町村」という。）に対して、予算の範囲内でふさのくに合併支援交
付金（以下「交付金」という。）を交付するものとし、その交付については、千葉県補助金
等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３号）及びこの要綱の定めるところによる。 

 
（交付対象市町村） 
第２条 交付対象市町村は、次の各号に定めるものとする。 
（１）合併重点支援地域の指定を受け、平成１７年３月３１日までに地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第７条第１項の規定による廃置分合の申請をし、かつ、平成１８年３月３
１日までに市町村の合併（旧合併特例法第２条第１項に規定する市町村の合併をいう。）
が行われた合併市町村（千葉市を除く。）。 

（２）千葉県市町村合併推進構想の構想対象市町村の組合せに位置づけられ、この組合せに基
づき、平成２２年３月３１日までに市町村の合併（新合併特例法第２条第１項に規定する
市町村の合併をいう。）が行われた合併市町村（千葉市を除く。）。 

 
（事業計画） 
第３条 交付金の交付を受けようとする合併市町村は、あらかじめ、次の各号に定める事業に
係る計画（以下「事業計画」という。）を記載した計画書（様式第１号）を作成し、知事の
承認を受けるものとする。 

（１）前条第１号に規定する交付対象市町村については、当該市町村合併に係る市町村の合併
が行われた日の属する年度及びこれに続く５年度以内に実施する別表に掲げる合併市町
村の建設等に資するために必要な事業。 

（２）前条第２号に規定する交付対象市町村については、当該市町村合併に係る市町村の合併
が行われた日の属する年度及びこれに続く３年度以内に実施する別表に掲げる合併市町
村の建設等に資するために必要な事業。 

２ 前項各号の事業は、旧合併特例法第５条に規定する市町村建設計画に位置付けられた事業
又は新合併特例法第６条に規定する合併市町村基本計画に位置付けられた事業でなければ
ならない。ただし、別表に掲げる（１）、（２）、（３）及び（５）の事業並びに市町村建設計
画及び合併市町村基本計画策定後の特別の事情により緊急に実施すべき事業で知事の認め
た事業については、この限りでない。 

３ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第６項の規定による廃置分合申請の議決を
経た合併関係市町村（旧合併特例法第２条第３項又は新合併特例法第２条第３項に規定する
市町村をいう。以下同じ。）で執行される事業のうち、知事が特に認める事業については、
第１項の規定にかかわらず、事業計画に位置付けることができる。 

４ 第１項に規定する事業計画を変更しようとする場合には、知事の承認を受けなければなら
ない。 

 
（交付対象事業） 
第４条 交付対象事業は、事業計画に基づき当該年度において実施する事業で、事業費が１０
０万円以上であるものとする。 

 
（交付金の額） 
第５条 合併市町村に交付する交付金の総額は、次の各号に定める額を上限とする。 
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（１）第２条第１号に規定する交付対象市町村については、次の表に定める額。 
合併関係市町村数 ２ ３ ４ ５ ６ ７以上 

交付金総額 
５００ 
百万円 

６００ 
百万円 

７００ 
百万円 

８００ 
百万円 

９００ 
百万円 

１，０００ 
百万円 

 
（２）第２条第２号に規定する交付対象市町村については、次の表に定める額。 
合併関係市町村数 ２ ３ ４ ５ ６ ７以上 

交付金総額 
２５０ 
百万円 

３００ 
百万円 

３５０ 
百万円 

４００ 
百万円 

４５０ 
百万円 

５００ 
百万円 

 
２ 各年度において交付する交付金の額は、各年度の交付対象事業に係る交付対象経費の額
（その額に１０万円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）以内とし、次の各号に
定める額を上限とする。 

（１）第２条第１号に規定する交付対象市町村については、交付総額の５分の１。ただし、知
事が認める場合には、５分の２を超えない範囲で交付することができる。 

（２）第２条第２号に規定する交付対象市町村については、交付総額の３分の１。 
３ 第２条第１号に規定する交付対象市町村が旧合併特例法第５条の２の規定による市とな
るべき要件に該当しないときは、当該合併市町村に交付する交付金の総額は、第１項第１号
の規定にかかわらず、３億円を上限とする。 

４ 第２条第１号に規定する交付対象市町村については、当該合併市町村（以下この項におい
て「旧合併市町村」という。）となるための市町村の合併が行われた日から起算して１年以
内に旧合併市町村以外の市町村と市町村の合併が行われ、新たな合併市町村（以下この項に
おいて「新合併市町村」という。）となった場合における当該新合併市町村に係る１合併市
町村に交付する交付金の総額は、第１項第１号の規定にかかわらず、旧合併市町村に係る合
併関係市町村の数と新合併市町村に係る合併関係市町村の数を合算した合併関係市町村の
数を合併関係市町村数とみなして、同号の規定を適用した場合における交付金の総額（新合
併市町村が旧合併市町村であった時に同項の規定により交付されるべき交付金の額を含
む。）を上限とする。 

 
（交付申請） 
第６条 規則第３条の規定により交付金の交付申請をしようとするときは、交付金交付申請書
（様式第２号）を知事に提出しなければならない。 

 
（交付金の交付の決定） 
第７条 知事は、前条の申請が適当であると認めたときは、交付金の交付の決定を行い、速や
かにその旨を通知するものとする。 

 
（申請の取り下げ） 
第８条 前条の規定により交付金の交付決定の通知を受けた合併市町村は、交付決定の内容に
不服があるときは、当該通知を受領した日から２０日以内に、申請の取下げをすることがで
きる。 

２ 前項による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る交付金の交付の決定はなかった
ものとみなす。 

 
（交付対象事業の内容変更等） 
第９条 第７条第１項の規定による交付金の交付決定の通知を受けた合併市町村（以下「事業
者」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更（中止・廃止）
承認申請書(様式第３号)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）交付対象事業の内容又は交付対象事業に要する経費の配分を変更しようとするとき（交
付対象経費の２０パーセント未満の額の変更で、交付金の額に増減を生じない場合を除
く。）。 

（２）交付対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 
２ 事業者は、交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が困難
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になった場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 
 
（状況報告） 
第１０条 知事は、必要があると認めるときは、事業者に事業遂行状況報告書（様式第４号）
の提出を求めるものとする。 

 
（実績報告書） 
第１１条 規則第１２条の規定により実績報告をするときは、事業完了の日から起算して３０
日を経過した日又はその年度の３月３１日のいずれか早い日までに事業実績報告書(様式第
５号)を知事に報告しなければならない。 

 
（交付金の額の確定） 
第１２条 交付金の確定額は、交付対象経費に係る実支出額の合計額と交付金の交付決定額の
いずれか低い額とし、確定後速やかに通知するものとする。 

 
（交付金の請求） 
第１３条 規則第１５条の規定により、交付金の交付の請求をするときは、請求書（様式第６
号）を知事に提出しなければならない。 

 
（概算払いの請求） 
第１４条 規則第１６条第２項の規定により、交付金の概算払を受けようとするときは、概算
払請求書（様式第７号）を知事に提出しなければならない。 

 
（書類の保存等） 
第１５条 事業者は、交付対象事業に係る収支を記載した帳簿を設けるとともに、その証拠と
なる書類を整備し、かつ、これらの書類を事業計画の終了の年度以降５年間保存しなければ
ならない。 

 
（交付金の財源上の取扱い） 
第１６条 交付対象事業に、国庫補助金、地方債等特定財源（千葉県市町村振興資金を含む）
を充当する場合には、当該特定財源を充当した後の事業者の負担額に対して交付するものと
する。 

 
（合併関係市町村に対する特例） 
第１７条 第３条第３項に規定する事業については、第２条各号の規定にかかわらず、地方自
治法第７条第６項の規定による廃置分合申請の議決を経た合併関係市町村に交付すること
ができる。この場合において、平成１６年４月１日から当該合併関係市町村の合併の日の前
日までにおけるこの要綱の規定の適用については、第１条中「市町村の合併の特例に関する
法律（昭和４０年法律第６号。以下「旧合併特例法」という。）第２条第２項及び市町村の
合併の特例等に関する法律（平成１６年法律第５９号。以下「新合併特例法」という。）第
２条第２項に規定する合併市町村（以下「合併市町村」という。）」とあるのは「地方自治法
第７条第６項の規定による廃置分合申請の議決を経た合併関係市町村」と、第２条第１号中
「平成１７年３月３１日までに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定
による廃置分合の申請をし、かつ、平成１８年３月３１日までに市町村の合併（旧合併特例
法第２条第１項に規定する市町村の合併をいう。）が行われた合併市町村」とあるのは「地
方自治法第７条第６項の規定による廃置分合申請の議決を経た合併関係市町村」と、第２条
第２号中「平成２２年３月３１日までに市町村の合併（新合併特例法第２条第１項に規定す
る市町村の合併をいう。）が行われた合併市町村」とあるのは「地方自治法第７条第６項の
規定による廃置分合申請の議決を経た合併関係市町村」と、第３条第１項中「合併市町村」
とあるのは「地方自治法第７条第６項の規定による廃置分合申請の議決を経た合併関係市町
村」と、同項第１号中「当該市町村合併に係る市町村の合併が行われた日の属する年度及び
これに続く５年度以内」とあるのは「地方自治法第７条第６項の規定による廃置分合申請の
議決が得られた年度の初日から合併関係市町村に係る市町村の合併が行われた日の前日ま
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で」と、同項第２号中「当該市町村合併に係る市町村の合併が行われた日の属する年度及び
これに続く３年度以内」とあるのは「地方自治法第７条第６項の規定による廃置分合申請の
議決が得られた年度の初日から合併関係市町村に係る市町村の合併が行われた日の前日ま
で」と、第８条第１項中「合併市町村」とあるのは「地方自治法第７条第６項の規定による
廃置分合申請の議決を経た合併関係市町村」と、第９条第１項中「合併市町村」とあるのは
「地方自治法第７条第６項の規定による廃置分合申請の議決を経た合併関係市町村」とする。 

２ 前項の規定により交付金の交付を受けた地方自治法第７条第６項の規定による廃置分合
申請の議決を経た合併関係市町村について市町村の合併が行われた場合における当該合併
市町村に対する第５条第１項の規定の適用については、同項１号中「５００百万円」とある
のは「５００百万円から当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を
受けていた交付金の合計額を減じた額」と、「６００百万円」とあるのは「６００百万円か
ら当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けていた交付金の
合計額を減じた額」と、「７００百万円」とあるのは「７００百万円から当該合併関係市町
村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けていた交付金の合計額を減じた額」と、
「８００百万円」とあるのは「８００百万円から当該合併関係市町村について市町村の合併
が行われた日前に交付を受けていた交付金の合計額を減じた額」と、「９００百万円」とあ
るのは「９００百万円から当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付
を受けていた交付金の合計額を減じた額」と、「１，０００百万円」とあるのは「１，００
０百万円から当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けてい
た交付金の合計額を減じた額」とし、同項２号中「２５０百万円」とあるのは「２５０百万
円から当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けていた交付
金の合計額を減じた額」と、「３００百万円」とあるのは「３００百万円から当該合併関係
市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けていた交付金の合計額を減じた
額」と、「３５０百万円」とあるのは「３５０百万円から当該合併関係市町村について市町
村の合併が行われた日前に交付を受けていた交付金の合計額を減じた額」と、「４００百万
円」とあるのは「４００百万円から当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日
前に交付を受けていた交付金の合計額を減じた額」と、「４５０百万円」とあるのは「４５
０百万円から当該合併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けてい
た交付金の合計額を減じた額」と、「５００百万円」とあるのは「５００百万円から当該合
併関係市町村について市町村の合併が行われた日前に交付を受けていた交付金の合計額を
減じた額」とする。 

 
（その他） 
第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 
 
 
附 則 
 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 
附 則 
 この要綱は、平成１６年４月 1 日から施行する。 
附 則 
 この要綱は、平成１６年７月１日から施行する。 
附 則 
 この要綱は、平成１９年４月１０日から施行する。 
 
  
別表（第３条関係） 
 

（１）旧市町村の地域振興のための事業（伝統文化保存やコミュニティ育成等） 

（２）市町村のアイデンティティを高めるための事業（市章、市歌、イベント等） 

（３）広域的、効率的行政サービスを行うための事業（電算システム統一等） 
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（４）行政格差是正のための事業（保健福祉施設整備など格差是正のための事業） 

（５）その他知事が認める事業 
 
 


